
 

平成２８年度事業報告 

 

１．事業実施状況について 

 

（１）調査研究事業 

三大都市圏等の地方公共団体等において様々な形で立ち上がりつつある農地利

用・保全の先導的な取組みを支援する調査等、当センターの技術やノウハウを活用

した以下の受託調査等に取り組んだ。 

 

① 平成２８年度都市農業機能発揮対策事業補助金（農業や福祉等専門家の派遣業

務） 

② 防災協力農地等による市街化区域内農地の機能発揮及びこれと連携した都市公園利用

のあり方等についての実証調査 

③ 平成２８年度都市農業制度検討委託調査事業（穴抜き調整区域における農地保全と機

能発揮のための都市型農業経営基盤強化方策検討調査） 

④ 平成２８年度 深大寺・佐須地域環境資源保全・活用基本計画推進業務委託 

⑤ 「伝統の食と農でつなぐ人と地域にやさしいまちづくり事業」における

市民・若者・担い手に関する調査業務委託  

⑥ 「伝統の食と農でつなぐ人と地域にやさしいまちづくり事業」における農業農地の

実態分析整理および人口動態・宅地需要の分析に関する調査業務委託  

⑦ 「伝統の食と農でつなぐ人と地域にやさしいまちづくり事業」における

展開計画の作成に関する業務委託  

⑧  「伝統の食と農でつなぐ人と地域にやさしいまちづくり事業」における

事例調査支援業務  

⑨ 委託「伝統の食と農でつなぐ人と地域にやさしいまちづくり事業」にお

けるコーディネート業務等に関する業務委託 

⑩ 平成２８年度公的主体における定期借地権の活用実態調査 

 

また、自主調査として、定期借地権推進協議会と共同で民間における定期借地権

付住宅の供給実態調査を行い平成２６年度定期借地権付住宅の供給実態調査報告

書として取りまとめ、昨年度取りまとめた平成２５年度定期借地権付住宅の供給実

態調査報告書と合わせ発行した。 

 

（２）総合的都市農家経営支援事業 

 

都市農業機能発揮対策事業補助金による専門家派遣事業を活用し JA 等への情報

提供を行うとともに依頼に応え埼玉県住宅供給公社と協議を行ったが、事業実施に

は至らなかった。 

 

 



 

（３）まちづくり支援事業 

１) 都市農地活用・保全アドバイザー派遣 

自治体、JAの要請に応じ、都市農地活用・保全アドバイザーを派遣し講演・助

言等を行った。 

① ＪＡさいかつ（埼玉県） 

② 愛知県知立市 

③ 京都府向日市 

④ 大阪府 都市整備部 都市計画室 

⑤ 兵庫県土地区画整理組合連合会 

 

 ２) 自治体政策支援室 

  都市農業振興基本法の制定、都市農業振興基本計画の決定に加え、生産緑地指

定後３０年の期限が迫っていること等を背景に様々な施策立案、各種調査が求め

られるようになっている地方自治体等を支援し、情報提供や助言を行うことを目

的に平成２９年２月に自治体政策支援室を設置し、地方自治体担当者会議やホー

ムページを通じその活用を呼びかけた。 

 ３）研究顧問 

 まちづくり支援業務等を的確に実施するため、都市農業振興、都市農地保全に関

し豊富な研究実績と深い識見を有し、かつ、当センターの業務にご理解・ご協力

をいただいている有識者を選定の上、研究顧問として委嘱し、指導・助言いただ

く体制を整えた。（ホームページ上にも公表した。） 

 

（４）普及啓発事業 

 

① ホームページの整備･運営 

幅広いユーザーを対象にした「農ある暮らし」に関しての双方向の情報提供の

場として、ポータルサイトを拡充しつつ引続き運営した。 

特に、ゼミナールの申し込みやアンケート調査について、ホームページを活用

し、広く情報が行き渡るようにしつつ、業務の効率化、省力化を図った。 

また、新たにメールマガジンを創刊し、積極的な情報発信を行った。 

② 情報機関誌「都市農地とまちづくり」の作成等 

情報機関誌「都市農地とまちづくり」７１号を発刊すると共に、過去のバック

ナンバーについてもすべてホームページに公開した。（データの欠落している２号

から１３号を除く） 

既存書籍について、講演会･セミナーや DM 発送を利用して販売促進を図るとと

もに、ホームページに紹介するなど、販路拡大に努めた。  

 ③ 土地月間講演会 

平成２８年度土地月間参加行事として地方自治体職員、JA職員、研究者、コン

サルタント等を対象とした定期講演会を開催した。 

（平成 28年 10月 25日、会場:東京ウィメンズプラザ、参加者１４５名） 

    



 

（５）研修事業 

 

国の担当官による生産緑地法等の改正に係る情報提供と都市農地の多面的機能

を活用している各地の事例紹介を取り上げ、地方自治体職員、JA職員、研究者、コ

ンサルタント等を対象として平成 28年度都市農地活用実践ゼミナールを開催した。 

（平成 29年 2月 10日、会場:損保会館、参加者１７０名） 

  

２．会議の開催等 

 

（１）理事会 

 

第２４回理事会 平成２８年 ５月 ９日（月）（書面決議） 

 ・評議員候補者の推薦について 

第２５回理事会 平成２８年 ６月１４日（火） 

 ・平成２７年度事業報告及び決算の承認について 

・公益目的支出計画実施報告書の承認について 

・第８回評議員会の招集について 

・業務執行状況報告 

・評議員の交替について 

 

第２６回理事会  平成２８年１０月４日（火） 

 ・中期業務計画について 

・業務執行状況報告 

 

第２７回理事会  平成２８年１０月２８日（金）（書面決議）  

 ・資産運用について 

 

第２８回理事会 平成２８年１２月２２日（木）（書面報告） 

（書面報告） 

・業務執行状況報告                 

                        

第２９回理事会 平成２９年 ３月３０日（木） 

 ・平成２８年度事業概要及び平成２８年度収支決算見込みについて 

・平成２９年度事業計画案について 

・平成２９年度収支予算案について 

・業務執行状況報告 

 

（２）評議員会 

 

第８回評議員会 平成２８年  ６月２３日（木） 

（定時評議員会）  



 

・平成２７年度事業報告及び決算の承認等について 

・定款改正について 

・平成２８年度事業計画及び収支予算の報告について 

・平成２７年度公益目的支出計画実施報告書について 

 

（３）評議員選定委員会 

 

第３回 評議員選定委員会 平成２８年５月１８日（水） 

 ・評議員の選任について 

 

（４）役職員数 

 

       〔役 員〕 

  常 勤 非常勤  合 計 
 
 理 事 長 

 

 常務理事 

 

 理  事 

 

 監  事 

 
 

 

   １ 

 

    

 
   １ 

 

    

 

   ４ 

 

   １ 

 
   １ 

 

   １ 

 

   ４ 

 

   １ 

 合 計    １    ６    ７ 

 

       〔職 員〕 
 職  員 
 
総務部 
 
 
計画部 
 
 
普及部 
 
 
相談部 
 
 
研究グループ 
 

   
  ２ 
  
                
  ２ 
 
 
(１)  
  １  
 
(１) 
  ０ 
 
(２) 
  ２ 
 

合 計 
(４) 

 ７ 

   （注）上段（）書きは、併任者である。 


